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療養病床再編成について

・療養病床には医療の必要性の高低に関わらず医師・看護
職員が手厚く配置されています。

・貴重な人的資源をより必要な人に振り向けることが望まれ
ます。

・療養病床の平均的費用は介護施設と比べると高くなって
います。

・今後高齢者が更に増加する中で、療養病床への給付は
必要な部分に効率化し、保険料や税金の負担をできる
だけ抑えることが望まれます。

・高齢者に対しては、その方の状態に即して、適切な設備・
人員体制の整った環境の下で適切なサービスが提供
されることが望まれます。

○ 医療の必要性の高い方は医療療養病床
○ 医療よりも介護サービスが必要な方は老健、特養など

(1)利用者の視点： 高齢者の状態に即した適切な
サービスを提供することが望まれます

次の３つの視点により、療養病床の
再編成を進めることが必要です

(2)費用負担者の視点： 国民の負担を効率化する
ことが望まれます

(3)医療提供体制の視点： 貴重な医療資源を効果
的に活用することが望まれます

再編成を進める上での留意点

○ 再編成は、今後平成２３年度末までの間に計画的
に進めます。

○ その際の医療療養病床の目標は、国の参酌標
準を踏まえつつ、各都道府県において関係者で議
論して設定します。

○ 都道府県地域ケア体制整備構想で定める療養
病床転換推進計画は、都道府県が一方的に作成
するのではなく、各医療機関の意向を尊重しつつ、
各圏域ごとに定めます。

○ 各医療機関の療養病床が円滑に老健施設等に
転換できるよう、各般の転換支援措置を講じます。

○ 再編成に当たっては、病床を閉鎖するのではな
く、円滑な転換によって、入院している方々の追い

出しにつながらないようにすることが前提です。

○ 再編成を進めるに当たっては入院患者を第一に
考え、各都道府県に相談窓口を設置して、住民の
方々の相談に応じる体制を整えています。

○ 再編成が入院患者に及ぼしている影響について
実態調査を進めます。
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療養病床再編成のイメージ

医療療養病床
（約２５万床）（平成18年度）

１人当たり費用：約49万円（※１）

１人当たり床面積：6.4㎡以上

医師３人・看護職員20人
介護職員20人
（利用者100人当たり）

介護療養病床
(12万床）（平成18年度）

１人当たり費用：約41万円（※２）

１人当たり床面積：6.4㎡以上

医師３人・看護職員17人
介護職員17人
（利用者100人当たり）

医
療
の
必
要
性
の
高
い
者
と
低
い
者
と
が
混
在
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切
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介
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施
設
等
に
転
換

入所者の状態に応じた
医療機能の強化

・２４時間看護体制
・看取りの体制 等

老人保健施設
１人当たり費用：約31万円（※２）

床面積8.0㎡以上、

医師1人・看護職員９人
介護職員25人
（利用者100人当たり）

特別養護老人ホーム 約29万円（※２）

ケアハウス等

在宅療養・在宅介護の支援拠点

医療療養病床

再編成

医療の必要性が高い方には、
引き続き必要な医療が提供
される体制を確保します

医療の必要性は低いが何ら
かの医療処置を要する方に
対応できるようにします

療養病床からの転換を進め
ることで、利用者の方が引
き続き同じ施設で入所を継
続できるようにします
＊療養病床から無理矢理追
い出すものではありません

円滑な転換が図られるよう様々な支援措置を講じます
-2-

（※１）医療区分毎に加重平均した月額単価
に出来高分及び食事療養費を加えた額
（※２）自己負担分を含む総費用額（食費・居
住費を除く）（要介護５、多床室の場合）



利用者に適切な医療サービスが提供
されるべき

(1)様々な基準のために今の病棟の建物
をそのまま活用することが難しい

(1)転換しようとしても転換先の選択肢
が限られている

(3)転換して介護サービスを行う場合の
経営の見通しが不透明

(2)地域において医療機関の機能を維持
しながら対応することが必要

(3)転換に伴う施設改修のためには費用
がかかる

(4)転換のための必要な資金が確保
できない

(5)地域の介護保険事業計画では転換
するための枠が空いていない

○（仮称）医療機能強化型の老人保健施設を創設します。（※）

①療養病床の既存の建物を活用して老人保健施設に転換する場合の老人
保健施設の施設基準を緩和しています。

②医療機関と老人保健施設が併設する場合の設備基準を緩和しています。
(再掲)

①医療法人など営利を目的としない法人による特別養護老人ホームの設置を
認めます。（※）

②医療法人による有料老人ホーム、一定の高齢者専用賃貸住宅の経営を
認めています。

③在宅医療と｢住まい｣の場を組み合わせたサービス提供体制を構築します。(※)
④サテライト型施設を多様化します。（※）

○病床規模別の転換後の経営モデルの研究を推進しています。

①サテライト型施設を多様化します。（再掲） （※）
②小規模老人保健施設の人員基準を緩和します。 （※）

③医療機関と老人保健施設が併設する場合の設備基準を緩和しています。

①老人保健施設等への転換に要する費用を助成しています。
②転換するための改修等に係る法人税特別償却制度を創設しています。

①療養病床整備に伴う借入金に係る新たな借換融資制度を創設します。（※）
②改修等に要する資金に係る福祉医療機構の融資条件の優遇措置を講じて
います。

①第３期介護保険事業（支援）計画において定員枠を弾力化しています。
②第４期介護保険事業（支援）計画における療養病床転換の受入を円滑化しま
す。（※）

療養病床の円滑な転換を支援するため、医療機関の直面する様々な課題に対応した
きめ細かな支援措置を講じます。

第２ 療養病床を有する医療機関の選択肢の拡大

療養病床の円滑な転換に向けた支援措置

第１ 療養病床に入院していた患者への適切な医療サービスの提供の確保

第３ 療養病床の具体的な転換の推進

(2)介護保険施設に転換するために段階的
に職員配置の変更を進める必要がある

○医師・看護職員等の配置が緩和された経過的類型を報酬上創設し評価して
います。

-３-
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（※については今後実施予定）



現在の老人保健施設では、療養病床から転換した老人保健施設の入所者に対して、適切な医療
サービスを提供することが難しいのではないか。

現在の老人保健施設では、療養病床から転換した老人保健施設の入所者に対して、適切な医療
サービスを提供することが難しいのではないか。

利用者に適切な医療サービスが提供されるようにするべき利用者に適切な医療サービスが提供されるようにするべき

第１ 療養病床に入院していた患者への適切な医療サービスの提供の確保

Ｐ１５
P１６へ

-４-

療養病床から転換した老人保健施設を対象に、夜間の看護体制や看取りの対応体制
の整った（仮称）医療機能強化型老人保健施設を創設し、療養病床から転換した老人保
健施設に入所している者に対し、適切な医療サービスが提供されるようにします。
このため、今後介護給付費分科会に諮問の上、平成２０年４月に介護報酬改定や関係

省令等の改正を予定しています。

（仮称）医療機能強化型の老人保健施設を創設します



昨年１０月の療養病床アンケート調査を見ると、特別養護老人ホームなどにおける処遇が適切と
考えられる患者がいるにもかかわらず、医療法人は特別養護老人ホームを運営できないなど、
療養病床の転換先が制度上限定されているのではないか。

昨年１０月の療養病床アンケート調査を見ると、特別養護老人ホームなどにおける処遇が適切と
考えられる患者がいるにもかかわらず、医療法人は特別養護老人ホームを運営できないなど、
療養病床の転換先が制度上限定されているのではないか。

(1)転換しようとしても転換先の選択肢が限られている(1)転換しようとしても転換先の選択肢が限られている

医療法人など営利を目的としない法人による特別養護老人ホームの設置を認めること
により、療養病床の転換先の選択肢を拡大します。
このため、平成２０年通常国会に老人福祉法改正法案を提出し、成立後速やかに施行

する予定です。

①医療法人など営利を目的としない法人による特別養護老人ホームの設置を認
めます

第２ 療養病床を有する医療機関の今後の選択肢の拡大

医療法人の附帯業務を見直し、４月から有料老人ホームを、５月から一定の要件を満
たす高齢者専用賃貸住宅を設置することを認めています。

②医療法人による有料老人ホーム、一定の高齢者専用賃貸住宅の経営を認めて
います

Ｐ１７へ

（次ページへ続く）
-５-



医療法人の附帯業務を見直したことに伴い、診療所に併設された有料老人ホームや
一定の要件を満たす高齢者専用賃貸住宅の居住者に対する在宅医療の提供を推進
する観点から適切な診療報酬について検討します。
このため、平成２０年度診療報酬改定に向けて中央社会保険医療協議会で検討を進

める予定です。

③在宅医療と「住まい」の場を組み合わせたサービス提供体制を構築
します

Ｐ１８へ

本体施設とサテライト型施設について、多様な組み合わせを可能にするとともに、人員
・設備基準等について更なる規制緩和を行うことにより、療養病床を有する医療機関の
経営の選択肢を拡大します。
このため、今後介護給付費分科会に諮問の上、平成２０年４月に介護報酬改定や関係

省令等の改正を行い、平成２０年４月から施行する予定です。

④サテライト型施設を多様化します

Ｐ１９
P２０へ

-６-



療養病床の転換を進めるとしても、医療機関の機能を維持しながら転換することが可能でなければ、
地域において必要な医療の確保に支障を来すのではないか。

療養病床の転換を進めるとしても、医療機関の機能を維持しながら転換することが可能でなければ、
地域において必要な医療の確保に支障を来すのではないか。

(2)地域において医療機関の機能を維持しながら対応することが必要(2)地域において医療機関の機能を維持しながら対応することが必要

本体施設とサテライト型施設について、多様な組み合わせを可能にするとともに、人員
・設備基準等について更なる規制緩和を行うことにより、療養病床を有する医療機関の
経営の選択肢を拡大します。
このため、今後介護給付費分科会に諮問の上、平成２０年４月に介護報酬改定や関係

省令等の改正を行い、平成２０年４月から施行する予定です。

①サテライト型施設を多様化します（再掲）

Ｐ１９
P２０へ

第２ 療養病床を有する医療機関の今後の選択肢の拡大

医療機関併設型小規模老人保健施設など小規模老人保健施設について、介護報酬
の算定上限日数の撤廃や、介護支援専門員等の人員基準の緩和を行うことにより、
診療所等の小規模医療機関の転換を推進します。
このため、今後介護給付費分科会に諮問の上、平成２０年４月に介護報酬改定や関

係省令等の改正を行い、平成２０年４月から施行する予定です。

②小規模老人保健施設の人員基準を緩和します

Ｐ２１へ

（次ページへ続く） -７-



本年５月から、転換により老人保健施設が医療機関に併設することとなる場合、診察
室の共用を可能にするとともに、老人保健施設、特別養護老人ホーム等が医療機関に
併設することとなる場合、階段、エレベーター、出入り口等の共用を可能としています。

③医療機関と老人保健施設が併設する場合の設備基準を緩和しています

Ｐ２２へ

-８-



介護施設等に転換する場合、人員体制や収支が大きく変わることとなり、経営の先行
きの見通しが立たず、不安が大きい。

介護施設等に転換する場合、人員体制や収支が大きく変わることとなり、経営の先行
きの見通しが立たず、不安が大きい。

(3)転換して介護サービスを行う場合の経営の見通しが不透明(3)転換して介護サービスを行う場合の経営の見通しが不透明

第２ 療養病床を有する医療機関の今後の選択肢の拡大

病床規模別に収支、人員体制等を含めた転換後の経営モデルを提示します。
平成１８年度の研究成果は、

http://www.ihep.jp/publish/report/h18.htm
に掲載されていますのでご参照ください。１９年度も引き続き研究を進めます。

病床規模別の転換後の経営モデルの研究を推進しています

-９-

http://www.ihep.jp/publish/report/h18.htm


老人保健施設等に転換すると、今までの療養病床の施設基準とは異なるため、現在の
建物に相当手を加えることが必要になるのではないか。

老人保健施設等に転換すると、今までの療養病床の施設基準とは異なるため、現在の
建物に相当手を加えることが必要になるのではないか。

(1)様々な基準のために今の病棟の建物をそのまま活用することが難しい(1)様々な基準のために今の病棟の建物をそのまま活用することが難しい

第３ 療養病床の具体的な転換の推進

医療機関が老人保健施設等に転換する場合に施設基準を緩和し、１床当たりの床面
積を平成２３年度末まで緩和するとともに、食堂、機能訓練室、廊下幅について緩和措
置を実施しています。

①療養病床の既存の建物を活用して老人保健施設等に転換する場合の老人保健
施設の施設基準を緩和しています

Ｐ２３へ

本年５月から、転換により老人保健施設が医療機関に併設することとなる場合、診察
室の共用を可能にするとともに、老人保健施設、特別養護老人ホーム等が医療機関に
併設することとなる場合、階段、エレベーター、出入り口等の共用を可能としています。

②医療機関と老人保健施設が併設する場合の設備基準を緩和しています(再掲)

Ｐ２２へ
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介護保険施設に転換する場合には、施設職員の配置を大きく変更する必要が生じる
が、直ちに変更することは相当難しい。

介護保険施設に転換する場合には、施設職員の配置を大きく変更する必要が生じる
が、直ちに変更することは相当難しい。

(2)介護保険施設に転換するために段階的に職員配置の変更を進める必要がある(2)介護保険施設に転換するために段階的に職員配置の変更を進める必要がある

第３ 療養病床の具体的な転換の推進

診療報酬及び介護報酬において、医師・看護師職員等の配置等を緩和することで医
療機関のコストを引き下げつつ報酬上評価する類型（介護保険移行準備病棟・経過型
介護療養型医療施設）を創設しています。

医師・看護職員等の配置等が緩和された経過的類型を報酬上創設し評価しています
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療養病床から老人保健施設等に転換するためには、施設改修を行うことが必要だが、
収入単価が減少する中で、そのための費用の負担が重い。

療養病床から老人保健施設等に転換するためには、施設改修を行うことが必要だが、
収入単価が減少する中で、そのための費用の負担が重い。

(3)転換に伴う施設改修のためには費用がかかる(3)転換に伴う施設改修のためには費用がかかる

第３ 療養病床の具体的な転換の推進

介護療養病床は地域介護・福祉空間整備等交付金（市町村への交付金）により助成
を行うとともに、医療療養病床は平成１９年度までは医療提供体制施設整備交付金
（都道府県への交付金）、平成２０年度からは医療保険財源による病床転換助成事業
の活用により転換に要する費用を助成する予定としています。

①老人保健施設等への転換に要する費用を助成しています

Ｐ２４～
Ｐ２６へ

療養病床を老健施設等に転換するための改修等を行った場合、当該年度の法人税に
ついて特別償却（基準取得価額の１５％）できる措置を創設し、税負担を軽減しています。

②転換するための改修等に係る法人税特別償却制度を創設しています

Ｐ２７へ
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転換するためには、改修の費用などを負担する必要があるが、これまの経営の継続を
前提とした借入を行っており、介護施設等に転換した場合キャッシュフローが回らなくな
るおそれがある。

転換するためには、改修の費用などを負担する必要があるが、これまの経営の継続を
前提とした借入を行っており、介護施設等に転換した場合キャッシュフローが回らなくな
るおそれがある。

(4)転換のための必要な資金が確保できない(4)転換のための必要な資金が確保できない

第３ 療養病床の具体的な転換の推進

過去に療養病床整備に要した借入金（債務）について、長期の安定融資への借り換え
を行う「療養病床転換支援貸付金制度（仮称）」（①民間金融機関からの借入金を（独）
福祉医療機構において借換、②（独）福祉医療機構の既存融資案件に係る償還期間を
延長）を創設し、毎年の返済額を低減することにより、転換後の安定的な経営を実現す
る予定です。
このため、必要な費用について平成２０年度予算要求します。

①療養病床整備に伴う借入金に係る新たな借換融資制度を創設します

Ｐ２８
P２９へ

（独）福祉医療機構の融資において、転換に伴う改修等を要する資金について、本年
４月から次のような優遇措置を講じています。
① 融資率の引き上げ（７５％→９０％）
② 貸付金利の引き下げ（財投金利と同じ）
③ 有料老人ホームの融資対象化

②改修等に要する資金に係る福祉医療機構の融資条件の優遇措置を講じています

Ｐ３０へ
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老人保健施設等に転換しようとしても、第３期中は再編成を前提としないまま介護保険
事業計画が策定されているので、地域の整備枠がないのではないか。また、第４期中に
転換するときにも、整備枠の制限がかかるのではないか。

老人保健施設等に転換しようとしても、第３期中は再編成を前提としないまま介護保険
事業計画が策定されているので、地域の整備枠がないのではないか。また、第４期中に
転換するときにも、整備枠の制限がかかるのではないか。

(5)地域の介護保険の計画では転換するための枠が空いていない(5)地域の介護保険の計画では転換するための枠が空いていない

第３ 療養病床の具体的な転換の推進

Ｐ３１へ

療養病床の転換が本格化する第４期（平成２１～２３年度）介護保険事業（支援）計画で
は、医療療養病床から老人保健施設等への転換について、定員枠を設けずにすべて受け
入れることとする予定です。

②第４期介護保険事業（支援）計画における療養病床転換の受入を円滑化していきます

-14-

Ｐ３２へ

都道府県、市町村は、第３期（平成１８～２０年度）の介護保険施設等の合計の指定の
枠内であれば、年度ごと、施設種別ごとの指定の枠を超えても、医療保険適用の療養病
床から老人保健施設等への転換を可能としています。
また、第３期の合計の指定枠を超える場合であっても、一定の要件を満たす医療保険適

用の療養病床については、都道府県及び市町村の協議（認知症高齢者グループホームへ
の転換の場合は市町村の判断）により、老人保健施設等への転換を可能としています。

①第３期介護保険事業（支援）計画において定員枠を弾力化します



通常の老人保健施設
（仮称）医療機能強化型

の老人保健施設

夜間等の医療提供に係る評価

看
取
り
に

係
る
評
価

※療養病床より転換した老健施設であり、
通常の老健施設より高い医療ニーズを有す
る者が入所している。

療養病床から転換した老人保健施設を対象に、夜間の看護体制や看取りの対応体制の整った（仮称）医療機能強化
型の老人保健施設を創設する。

【６月２０日の「介護施設等の在り方に関する委員会」とりまとめを経て、介護給付費分科会に諮問の上、平成２０年４月に介護報酬改定・関係省令等

の改正の予定】

⑴ 夜間や休日（又は平日の日勤帯以外）に必要となる医療
・ 急性増悪時の対応（医師による状態の確認、指示の変更等や看護職員による状態の報告等）

（３夜間帯で約１．９人程度存在（６０床当たり））

・ 日常的な医療処置（喀痰吸引、経管栄養）（１夜間帯で約２０．６人程度存在（６０床当たり））

老人保健施設の医師のオンコールや他の保険医療機関の医師による往診、看護職員の夜間
配置によって対応を図る。

強化する医療サービス

⑵ 看取りに際して必要となる医療（療養病床の医療区分１・２の者にも看取りを必要とする者が、約１月で１．４人程度存在（６０床当たり））

・ 医師による状態の確認、指示の変更、緊急かつ高度な医療処置
・ 看護職員による状態の観察、一般的な医療処置

看取りを必要とする者に、緊急的かつ高度な医療処置も含めた必要な医療サービスの提供が
なされるよう、医師、看護職員、介護職員等による看取りの体制を整える。

（仮称）医療機能強化型の老人保健施設の創設

療養病床から転換した老人保健施設に入所している者（医療区分１の者及び医療区分２の者の一部）に対し、
適切な医療サービスを提供することが可能となる。
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日常的に提供が必要となる医療

突発的に提供が必要となる医療

24

配置状況

医師

看護職員

0

喀痰吸引、経管栄養等

急性増悪

日勤帯

看護職員については、
①急性増悪への対応時には、状態の観察や医師への
報告等を行うとともに、
②日常的な医療提供も継続して行う必要があるため、
継続的な配置が必要ではないか。

医師については、
常勤医の配置時間外の対応も求められること
から、配置医師のオンコール体制等の対応が
必要ではないか。

喀痰吸引、経管栄養等

（準）夜勤帯 （準）夜勤帯

療養病床を老人保健施設に転換する際に必要となる医療サービス

経管栄養喀痰吸引 喀痰吸引

夜勤帯 夜勤帯

医師については、
常勤の配置時間外の対応も求められることか
ら、老人保健施設の医師のオンコールや他の
保険医療機関の医師の往診による対応が必要
ではないか。

看取りに際して必要となる医療

看護職員については、
①急性増悪への対応時には、状態の観察や医師への
報告等を行うとともに、
②日常的な医療提供も継続して行う必要があるため、
継続的な配置が必要ではないか。

２
週
間
前

死亡

健
康
状
態

健
康
状
態

時間時間

急性増悪（肺炎、脱水等）

維持期 不安定期

○状態像の推移（脳血管疾患の場合のイメージ）

回復期

発
症

終末期

＜死亡前２週間以内に
実施された医療処置等＞

療養病床から転換した老人保健施
設で必要となる医療サービスを提供
できない場合、急性期病院への転
院等が行われる可能性がある。

急性期

夜間や休日に必要となる医療

経管栄養

酸素投与（75.2%）

点滴（73.5%）

喀痰吸引（69.2%）

レントゲン撮影（51.4%）

採血（51.0%）

膀胱カテーテル（43.2%）

経管栄養（23.3%）

心臓マッサージ（18.9%）

昇圧剤投与（13.4%）

中心静脈栄養（9.6%）

等

医師の確認や指示変更等

看護職員による観察等
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医療法人経営の選択肢の拡大

医療機関の業務医療機関の業務

附帯業務附帯業務

医療機関の業務医療機関の業務

附帯業務附帯業務

■ 「高齢者専用賃貸住宅」

のうち、生活相談、緊急通報、見守りサービス
などを提供するものの経営

（注）単なる「高齢者専用賃貸住宅」経営は不可。

■ 「高齢者専用賃貸住宅」

のうち、生活相談、緊急通報、見守りサービス
などを提供するものの経営

（注）単なる「高齢者専用賃貸住宅」経営は不可。

◎医療法人の附帯業務規制を緩和し、「住まいの場」である有料老人ホームや高齢者専
用賃貸住宅を設置し、生活相談などのサービスを提供する経営形態を認めている。

［医療法人の附帯業務の拡大］
→ 従前の療養病床の経営ノウハウを活かした経営の多角化が可能

［転換前］ ［転換後］

■医療機関を基盤とした｢安心｣の提供が可能
■医療機関の経営の選択肢が拡大

療養病床を転換

転換のイメージ（例）

附帯業務拡大に
より経営可能に

（規制緩和）

附帯業務拡大に
より経営可能に

（規制緩和）

メリット

■ 「有料老人ホーム」経営
介護や食事などのサービスを入居している高齢
者に対して提供する施設

■ 「有料老人ホーム」経営
介護や食事などのサービスを入居している高齢
者に対して提供する施設

専ら高齢者を賃借人とする賃貸住宅であって、高齢
者居住法に基づき登録したもの。
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診療所に併設された有料老人ホームや高齢者専用賃貸住宅の居住者に対する在宅医療
の提供を推進する観点から適切な診療報酬について検討する。

【２０年度診療報酬改定に向けて中央社会保険医療協議会で検討予定】

必要に応じて在宅医療と介護サービスを一体的に提供することにより、医療機関併設という
特色を活かした安心の提供と経営の多角化が可能となる。

在宅医療と「住まい」の場を組み合わせたサービス提供体制の構築

療養病床 転換

居住系施設

（有料老人ホーム、見守り
等を提供する高齢者専用

賃貸住宅）

在宅医療サービス
（適切な診療報酬）

介護サービス
（特定施設入居者生活介護）

診療所

居住者

新たな在宅医療の場にふさわしい診療報酬の検討

「診療所＋居住系施設」の普及促進及び在宅医療
推進の観点から、新たな居住系施設の居住者に在宅
医療を提供する場合の適切な診療報酬について、平
成２０年診療報酬改定に向けて中央社会保険医療協
議会で検討。

同一医療法人による運営

※現在は、在宅療養支援診療所の
医師が定期的に訪問診療する場合
などに限って評価されている。
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〔現行〕
〔見直し後〕

○ 個々の療養病床の状況に応じて、様々な運営形態でのサテライト型施設を選択できるようになる。

○ 療養病床を老人保健施設に転換した場合でも、サテライト型施設の活用により、施設全体のベッド
数を減らさずに経営規模を維持することが可能となる。

○ 人員・設備の相互利用により施設全体の経営の効率化が図られる。

本体施設 サテライト型施設(※)

老健 老健（１か所のみ）

特養 特養

本体施設 サテライト型施設

老健 老健・特養・特定施設

特養 老健・特養・特定施設

医療機関（病院・診療所） 老健・特養・特定施設

特定施設 特定施設

1) サテライト型老健の規制緩和

・１本体施設当たり複数のサテライト型老健の設
置を容認(現行は１か所に限定)

・給付期間の限定(現行は180日)を撤廃

2) 人員・設備の共用範囲を拡大する。
（例：機能訓練室・生活相談員）

※サテライト型施設：

本体施設との連携を前提として、人員
配置基準や設備基準を緩和した小規模
(定員29人以下)の施設。

サテライト型施設の多様化

本体施設とサテライト型施設について、多様な組合せを可能にするとともに、人員・
設備基準等について更なる規制緩和を行う。

【介護給付費分科会に諮問の上、平成２０年４月に介護報酬改定
・関係省令等の改正の予定（平成２０年４月施行予定）】
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②病院が本体施設と
なることで病院機
能を維持しながら
の転換が可能

③病院敷地外で建物
賃貸によりベッド規
模を維持・拡大しな
がらの転換が可能

①多様な施設運営
が可能

④地域のニーズに応じ
た様々なサービス拠
点の展開が可能

サテライト形態のメリット
①一定の設備の設置が不要（医務室・調理室・機能訓練室は本体と共用）

②一定の人員の配置が不要（医師・生活指導員・栄養士・ケアマネジャー等は本体と共用）

サテライト型施設の活用による経営の選択肢の拡大（イメージ）

サテライト施設の
活用による経営の
選択肢の拡大

【現行】

・１カ所のみ

・算定日数１８０日上限

老健
サテライト

老健

特養
サテライト

特養

次の２つのパターンのみ

【見直し後】

特定施設
サテライト

病院

特養
サテライト

老健
サテライト

老健

特養設置主体の見直
しに合わせて以下の
展開が可能

多様な展開により

⑤利用者の安心・
信頼が得られる

＊老健、特養、
特定施設（有料老人
ホーム、高専賃）

＊サテライト、小規模多
機能、訪問看護との
組合せ

＊医療サービスとの密
接な連携が確実でい
ざという時の大きな安
心感
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（注）現行法上、医療法人は
特養を設置できない。



診療所等の小規模医療機関の負担を軽減することにより、老人保健施設への転換
を促進する。

（１） 介護報酬算定日数上限の緩和

小規模老人保健施設（サテライト型及び医療機関併設型小規模老人保健施設）における介護報酬
の １８０日の算定日数上限を撤廃する。

（２） 医療機関併設型小規模老人保健施設に係る人員基準の緩和

医療機関併設型小規模老人保健施設において、支援相談員及び介護支援専門員の人員配置
基準（※）を緩和し、非常勤でよいこととする。

小規模老人保健施設の人員基準等の緩和

〔現行〕 〔見直し後〕

○医師 （併設医療機関との兼務可）
○看護・介護職員
・３：１以上

（うち看護職員２／７程度）
○支援相談員
・常勤１以上

○介護支援専門員
・ 常勤１以上

○入所から180日の算定日数上限あり

○医師 （併設医療機関との兼務可）
○看護・介護職員
・３：１以上

（うち看護職員２／７程度）
○支援相談員
・非常勤１以上

○介護支援専門員
・非常勤１以上

○ （算定日数上限なし）

基準緩和

撤 廃

基準緩和

医療機関併設型小規模老健施設医療機関併設型小規模老健施設

小規模老健施設について、介護報酬の算定上限日数の撤廃や介護支援専門員等の基準を緩和す
る。

【介護給付費分科会に諮問の上、平成20年４月に介護報酬改定・関係省令等の改正の予定（平成２０年４月施行予定）】

※ サテライト型においては、本体施設と一体的に運営しているため、必置義務なし。
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転換により医療機関と老人保健施設が併設する場合における設備基準の緩和の例
（診察室、階段、エレベーター、出入り口等関係）

エ
レ
ベ
ー
タ
ー

出
入
り
口

階
段

診
察
室

出
入
り
口

診
察
室

医療機関 老健施設 医療機関 老健施設

円
滑
な
転
換

療養病床を有する医療機関

〈緩和措置が講じられた場合〉〈緩和措置がない場合（現行）〉

転換により医療機関と老健施設が併設するケース

共用可能
共用不可

出
入
り
口

診
察
室

出
入
り
口

診
察
室

エ
レ
ベ
ー
タ
ー

階
段

エ
レ
ベ
ー
タ
ー

階
段

エ
レ
ベ
ー
タ
ー

階
段

〈
１
Ｆ
〉

〈
２
Ｆ
〉

○

○

×
×

壁

○ 利用者は医療機関と老健施設間の通行も可能となる。
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病院 診療所 病院 診療所
病院から
の転換

診療所か
らの転換

病院から
の転換

診療所か
らの転換

床面積
６．４㎡
/人以上

６．４㎡
/人以上

６．４㎡
/人以上

４．３㎡
/人以上
（注３）

床面積
６．４㎡
/人以上

６．４㎡
/人以上

経過措置
なし

経過措置
なし

８．０㎡
/人以上

１０．６５㎡
/人以上

廊下幅
（中廊下）

１．２
（１．６）

ｍ以上
(注４)

１．２
（１．６）

ｍ以上
(注４)

１．２
（１．６）

ｍ以上
(注５)

１．２
（１．６）

ｍ以上

廊下幅
（中廊下）

１．２
（１．６）

ｍ以上

１．２
（１．６）

ｍ以上

１．２
（１．６）

ｍ以上

１．２
（１．６）

ｍ以上

１．８
（２．７）

ｍ以上

１．８
（２．７）

ｍ以上

食堂
１㎡

/人以上
１㎡

/人以上
基準なし 基準なし 食堂

１㎡
/人以上

１㎡
/人以上

２㎡
/人以上

機能訓練室 ４０㎡以上 十分な広さ 基準なし 基準なし 機能訓練室 ４０㎡以上
（注１）

４０㎡以上
1㎡

/人以上

【緩和措置の適用期間】
　　・床面積は平成２３年度末までの経過措置
　　・食堂・機能訓練室・廊下幅は平成24年度以降も適用。

（注１）サテライト型小規模老健施設に転換する場合は本体施設の機能訓練室の共用も可能とする。
（注２）「食堂：１㎡／人以上、機能訓練室：４０㎡以上」でも可。
（注３）１人部屋の場合には「６．３㎡以上」となる。
（注４）平成12年医療法改正に伴う経過措置の対象となる場合。現行は｢1．8（2．7）ｍ以上｣である。
（注５）平成12年医療法改正に伴う経過措置の対象となる場合。現行は｢1．8（2．1）ｍ以上｣である。

【転換元】

経過措置が講じられた
老人保健施設

【転換先】

食堂
+

機能訓練室
が

３㎡/人以上
(注１)(注２)

療養病床 一般病床

食堂
+

機能訓練室
が

３㎡/人以上
（注２）

食堂
+

機能訓練室
が

３㎡/人以上

一般の
老人保健

施設

一般の
特別養護

老人ホーム

経過措置が講じられた
特別養護老人ホーム

転換先の老人保健施設等の施設基準の一部の緩和

平成１８年７月に「療養病床を有する病院」が「老人保健施設」に転換する場合の施設基準（床面積・
廊下幅）の緩和措置を実施。

転換をより円滑に進めるため、
① 緩和する施設基準に、食堂・機能訓練室の面積を追加
② 転換元が「療養病床を有する診療所」や「一般病床を有する病院・診療所」の場合も施設基準を緩和
③ 転換先が「特別養護老人ホーム」の場合も、廊下幅と食堂・機能訓練室の基準を緩和

する措置を講ずる。

（参考）

-23-



○ 介護療養型医療施設転換整備事業
既存の介護療養型医療施設を老人保健施設やケアハウス等に転換することを支援するために交付金を交付。

【交付対象】 次に掲げる施設に転換を行うための整備に要する経費

※ただし、他の整備計画に基づき交付金が交付されるものについては重複して交付しない。

介護療養型医療施設転換に係る市町村交付金の概要

介護療養型医療施設

・ 療養病床を有する病院
・ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院
・ 療養病床を有する診療所

①老人保健施設
②ケアハウス
③有料老人ホーム

(居室は原則個室とし、１人当たりの床面積が概ね１３㎡以上であること。）
④特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室
（社会福祉法人を設立等する場合）

⑤認知症高齢者グループホーム
⑥小規模多機能型居宅介護事業所
⑦生活支援ハウス

転 換

市町村（特別区を含む。）は、
①市区町村全域を単位として、②毎年度、③市町村が関与して実施する既存の介護療養型医療施設の老人保健施設やケアハウス等へ

の転換を内容とする「介護療養型医療施設転換整備計画」を策定することができる。

の１メニュー先進的事業支援特例交付金※ 平成２３年度までの支援

※ 上記交付対象施設については、定員規模を問わない。②及び③については特定施設入
居者生活介護の指定の有無を問わない。③については、利用者負担第３段階以下の人で
も入居可能な部屋を確保することが対象条件

市 町 村

国

市 町 村

① 市区町村全域を単位として、既存の介護療養型医療
施設の転換のための介護療養型医療施設転換整備
計画」を策定。

② 計画を国に提出（都道府県を経由）。

③ 交付金全体（地域密着型サービスの整備等に係る
交付金）に係る市町村のニーズを踏まえながら、
予算の範囲内で採択。

④ 交付額を算定し、交付金を交付。

介護療養型医療施設転換に係る市町村交付金の流れ介護療養型医療施設転換に係る市町村交付金の流れ

単位 配分基礎単価

転換床数 １，０００千円

転換床数 １，２００千円

転換床数 ５００千円

●創設

　 既存の施設を取り壊さずに、新たに施設を整備

●改修

　 躯体工事に及ばない屋内改修（壁撤去等）

事業区分

●改築

　 既存の施設を取り壊して、新たに施設を整備

算定方法 介護療養型医療施設転換整備計画記載の事業により減少する病床数に、

右の整備区分ごとの交付基礎単価を乗じた額を交付する。
※転換により減少する病床数を上限とする。
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○ 介護老人保健施設整備事業
既存の病院若しくは有床診療所の病床を廃止（この場合、診療所の併設が必要）又は削減し、当該患者を介護老人保健施設から
在宅に至るまでの診療計画に基づき入所させるための介護老人保健施設及び診療所を整備する場合の、新築、増改築及び改修
に要する経費について交付する。

※ただし、他の整備計画に基づき交付金が交付されるものについては重複して交付しない。

医療提供体制施設整備交付金における介護老人保健施設整備事業の概要

病院若しくは有床診療所
（介護療養病床、医療療養病床、一般病床、精神

病床、結核病床）

介護老人保健施設

（削減病床数の範囲内の定員）

診療所
（既存の病床を廃止する場合に整備）転 換

目的
高齢化の進展に伴って医学的管理の下に介護・リハビリ等を行う介護老人保健施設等を整備し在宅医療への流れの促進を図る。

の１メニュー医療施設近代化施設整備事業
※ 【予算額】 平成１８年度１１、１７８百万の内数 １９年度１１，０６５百万の内数

※診療所を併設する場合の診療所についても（基準面積１６０㎡×交付要綱上の単価×調整率０．３３）交付する。

単位 配分基礎単価

介護老人保
健施設の定

員数
３．０３１千円

介護老人保
健施設の定

員数
３，６３７千円

介護老人保
健施設の定

員数
１，５１６千円

●新築
　 既存の施設を取り壊さずに、新たに施設を整備

●改修
　 躯体工事に及ばない屋内改修（壁撤去等）

事業区分

●改築
　 既存の施設を取り壊して、新たに施設を整備

算定方法

整備する介護老人保健施設の入所

定員数に配分基礎単価を乗じ調整率
０．３３を乗じた額を交付する。

※介護老人保健施設の入所定員数は
削減した病院又は有床診療所の病
床数を上限とする、
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病床転換助成事業について病床転換助成事業について

２．病床転換助成事業（医療保険財源を活用した整備費助成）

１．医療費適正化計画における位置づけ

平均在院日数短縮のための取組の柱として、医療療養病床等の長期入院病床を老人保健施設や有料老人ホーム等
に転換することによる病床削減を位置づける。

（１）条件

○ 医療療養病床等の長期入院病床を老人保健施設又は居住系サービス施設等に転換すること。

○ 改修、新築とも可。新築の場合、同じ老人保健福祉圏域内であれば、別の場所でも可。

（２）補助単価

○ 老健局「地域介護・福祉空間整備等交付金」の先進的事業支援特例交付金並び医政局「医療提供体制施設整備

交付金」の医療施設近代化設備と同額。（検討中）

（３）財源

○ 事業実施主体： 都道府県

○ 費用負担割合： 国：都道府県：保険者（病床転換支援金等）＝１０：５：１２

３．手続き

○ 平成１９年度以降、毎年度、各都道府県は、県内の医療療養病床等を有する医療機関等から、病床転換の意向聴取
を行い、翌年度における予定転換数を把握する。

○ 厚生労働省は、各都道府県が把握した数字を集計し、政令で定めた給付費に対する上限比率の範囲内にあるかどう
かを確認する。

○ 各都道府県は、厚生労働大臣と協議して、病床転換助成事業に要する費用の額を定める。

○ 厚生労働省は、費用額を社会保険診療報酬支払基金に伝え、基金において保険者からの病床転換支援金の徴収及
び都道府県への交付を行う。

○ 病床転換助成事業については、医療費適正化計画期間１期（５年間）の終了ごとに、継続するかどうかを含めた内容
の見直しを行う。 -26-



転換時の改修等に関する特別償却制度（法人税）の創設

療養病床を老人保健施設等に転換するための改修等を行った場合、当該年度の法人税について
特別償却（基準取得価額の１５％）できる措置を創設し、税負担を軽減する。

【平成１９年４月から平成２１年３月まで】

（例）改修額5,000万円の場合

通常の償却の場合 特別償却制度の場合

39年間

・・・

改修価額
5000万円

(注）

通常の償却額
（毎年度130万円） 改修価額

5000万円

・・・

通常の償却額（毎
年度130万円）

36年間

特別償却額（375万円）

この額を損金算入することで、
減税の効果が得られる。

・ 改修年度において、通常の償却額に特別償却額375万円を上乗せすることが可能となり、

税負担を軽減。
・ 償却期間が短くなる（39年→36年）ことで、投下資本の早期回収を図ることが可能。

（注） 平成19年度税制改正により残存価額が廃止され、平成19年4月1日以降に改修等を行った場合には、耐用年数経過時に１円（備忘価額）まで償却できる。

（例）改修額5,000万円の場合

※老人保健施設等： 老人保健施設、ケアハウス、有料老人ホーム（居室は原則個室とし、1人当たりの居室面積が１３㎡以上であるもの）、

認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所

※基準取得価額： 取得価額の５０／１００
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過去に療養病床整備に要した借入金（債務）について、福祉医療機構の長期の安定融資への借
換えなどを行う「療養病床転換支援貸付金制度（仮称）」を創設する。
①民間金融機関からの借入金の借換
②福祉医療機構の既存融資案件に係る償還期間の延長

【効果】 療養病床転換により事業収入が減少しても、安定的な経営を確保（キャッシュフローの改善）。

【平成２０年度予算要求事項】

新たな借換融資制度の創設

・償還期間２０年
・借入額合計 8.5億円
うち 民間金融機関2.55億円

福祉医療機構5.95億円

金額

元
本
返
済
額

※ 償還期間を３０年へ（１０年延長）
・借入金残高 4.74億円
うち 民間金融機関 1.43億円→①借換

福祉医療機構 3.31億円→②延長

※ 上記試算の収支額及び借入金等については、平成１８年度
老人保健健康増進等事業「介護療養型医療施設の再編に関
する調査研究」のシミュレーション例を基に試算したもの

返済開始 １０年延長予定償還期限本制度活用

元本返済額 ４７００万円／年 元本返済額 ２３７０万円／年

粗い試算 療養病床１５０床モデル

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７ Ｈ３８ Ｈ３９ Ｈ４０ Ｈ４１

利子分

利子分

「療養病床転換支援
貸付金制度（仮称）」を
平成２２年度から活用

借換等により、元利返済額は
２４９０万円の減額（約半額）
となる。

転換に伴う事業収入の減少によ
り、過去の債務返済が困難

元利合計
H２１（借換え前）：約５７９０万円

H２２（借換え後）：約３３００万円
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【参考】療養病床転換支援金貸付制度（仮称）の概要
（案）

（検討中のスキームであり、今後、変更の可能性がある）

■対象施設
療養病床を、地域ケア体制整備構想に沿って老人保健施設、有料老人ホーム等に転換

する病院又は診療所

■措置の概要
①療養病床整備に伴う福祉医療機構の既存の貸付金の償還期間の延長
・延長期間 １０年以内 ただし、延長期間を含む償還期間は、３０年以内

②療養病床整備に伴う民間金融機関から借り入れた借入金の借り換え
・償還期間 ２０年以内 ただし、償還期間は貸付対象施設の整備時から３０年を限度
・貸付限度額 ７．２億円

■実施時期
平成２０年度から２３年度までの時限措置
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福祉医療機構の融資条件の優遇等

転換に伴う改修等に要する資金については、融
資条件を平成１９年度より優遇。

① 融資率 ７５％ → ９０％へ引上げ
② 貸付金利 財投金利＋０．１％ → 財投金利と同じ
③ 融資対象 有料老人ホームの融資対象化

転換に伴う改修等に要する資金については、融
資条件を平成１９年度より優遇。

① 融資率 ７５％ → ９０％へ引上げ
② 貸付金利 財投金利＋０．１％ → 財投金利と同じ
③ 融資対象 有料老人ホームの融資対象化

病院、診療所において、一時的に資金不足が生じる
場合（※）には、「経営安定化資金」の融資制度を活用
可能（既に制度化）。

（※）具体例
・ 「介護保険移行準備病棟」または「経過型介護療養型医療施設」

へ移行するために一時的に資金不足が生じる場合等

病院、診療所において、一時的に資金不足が生じる
場合（※）には、「経営安定化資金」の融資制度を活用
可能（既に制度化）。

（※）具体例
・ 「介護保険移行準備病棟」または「経過型介護療養型医療施設」

へ移行するために一時的に資金不足が生じる場合等

対象 療養病床を有している病院及び診療所

資金の使途 一時的な特殊要因等により生じた資金不足を解消する
ために必要な資金繰り資金、経営改善のために必要な
資金

融資額 病院は１億円以内、診療所は４,０００万円以内

融資利率 財投金利＋0．5％

融資期間 原則５年以内。ただし特に必要と認められる場合は７
年以内（うち据置期間１年以内）

償還方法 毎月償還（元金均等）

担保 原則として必要

保証人 病院２名以上、診療所１名以上

融
資
条
件

Ⅰ 療養病床転換に係る融資条件の優遇Ⅰ 療養病床転換に係る融資条件の優遇 Ⅱ 経営安定化のためのつなぎ融資Ⅱ 経営安定化のためのつなぎ融資

利率利率 融資率融資率

原則として融
資対象外

社会福祉法人

医療法人

有料老人ホーム

社会福祉法人

医療法人

ケアハウス

財投

金利
90%

財投
金利
＋

0.1%

75%

社会福祉法人特養

平成19年度
（病床転換に限る）

平成18年度主な貸付の

相手方

主な施設種別

財投

金利
90%

財投
金利
＋

0.1%

75%

医療法人

社会福祉法人

老人保健施設

（※医療貸付）

※平成19年度の要件緩和事項についてはアンダーライン表記

【融資条件等】 【融資条件等】
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第３期介護保険事業（支援）計画における定員枠の弾力化第３期介護保険事業（支援）計画における定員枠の弾力化

Ⅰ 介護保険施設等の定員枠の弾力運用

都道府県、市町村は、第３期（平成１８～２０年度）の介護保険施設等の合計の指定の枠内であれば、年度ごと、

施設種別ごとの指定の枠を超えても、医療保険適用の療養病床から老人保健施設等への転換を可能とする。

Ⅰ 介護保険施設等の定員枠の弾力運用

都道府県、市町村は、第３期（平成１８～２０年度）の介護保険施設等の合計の指定の枠内であれば、年度ごと、

施設種別ごとの指定の枠を超えても、医療保険適用の療養病床から老人保健施設等への転換を可能とする。

Ⅱ 医療区分１の患者が多く、経営困難な医療機関の特例
第３期の合計の指定枠を超える場合であっても、次のすべての要件を満たす医療保険適用の療養病床については、

都道府県及び市町村の協議（認知症高齢者グループホームへの転換の場合は市町村の判断）により、老人保健施設等
への転換を可能とする。

Ⅱ 医療区分１の患者が多く、経営困難な医療機関の特例
第３期の合計の指定枠を超える場合であっても、次のすべての要件を満たす医療保険適用の療養病床については、

都道府県及び市町村の協議（認知症高齢者グループホームへの転換の場合は市町村の判断）により、老人保健施設等
への転換を可能とする。

① 当該療養病床における医療区分１の患者割合が当該都道府県の平均値を超えていること
② 転換を認めなかった場合は当該医療機関が存続できなくなると見込まれること
③ 当該療養病床の転換・存続が地域ケア体制の確保を図る上で必要不可欠であること

転換は ３年間を通じ、全種別合計 の指定の枠内で行
う。

転換は 年度ごと、施設種別ごと の指定の枠内で行う。

見直し後見直し後

【１８～２０年度】

900

【１８年度】 【１９年度】 【２０年度】

介護療養

老健施設

特 養

特定施設

300 300 300４施設計 ＋ ＋ ＝

50

100

50

100

現 行現 行

介護療養

老健施設

特 養

特定施設

３年間の全種別合
計の指定の枠

900

50

100

50

100

50

100

50

100

市町村介護保険事業計画における認知症高齢者グループホーム等の指定枠についても、３年間の合計の新規指定の枠内であれば、同
様に取り扱う。

（例） （例）
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医療療養病床からの転換分医療療養病床からの転換分

○ 第４期計画の策定に当たり、医療療養病床から老人保健施設等への転換分については、一般の老人保健施設等とは別のサービス類型
として一体的に取扱うこととし、年度ごとのサービス量は見込むが、必要定員総数は設定しないものとする。

○ この結果、定員超過を理由とする指定拒否等は生じないことになる。

第４期における療養病床から老人保健施設等への転換分の取扱い第４期における療養病床から老人保健施設等への転換分の取扱い

介護療養型医療施設等からの転換分介護療養型医療施設等からの転換分

○ 介護療養型医療施設から老人保健施設等への転換分については、当該転換分を含めて、施設種別ごと、年度ごとの必要定員総数を
定める。

○ その際に、転換分以外の老人保健施設等の必要定員総数を、別途「非転換分必要定員総数」として第４期計画上明記し、非転換分
（一般病床・精神病床（認知症疾患療養病棟を除く）からの転換分を含む。）の指定拒否等については、この数値を基準として判断する。

○ 一方で、介護療養型医療施設からの転換分については、同じ介護保険財源の中での種別変更であるため、必要定員総数を理由とする
指定拒否等は行わないものとする。

介護保険事業計画
（市町村）

介護保険事業支援計画
（都道府県）

サ
ー
ビ
ス
見
込
量
の
設
定

通所介護

訪問介護

短期入所

・・・

在宅サービス

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

特定施設

施設・居住系サービス

・・・

医療療養病床からの転換分

介護療養型医療施設、介護老人保健施設、
介護老人福祉施設、特定施設

訪問介護

短期入所

・・・

在宅サービス

施設・居住系サービス

医療療養病床からの転換分

圏
域
ご
と
に
サ
ー
ビ
ス
見
込
量
を
積
み
上
げ

・・・

老人保健施設

老人保健施設

老人保健施設

・・・介護療養からの転換分

・・・非転換分必要定員総数

・・・介護療養からの転換分

・・・非転換分必要定員総数

必要定員総数は設定しない必要定員総数は設定しない

転換分・非転換分に分けて必要定員総数転換分・非転換分に分けて必要定員総数

を設定する。を設定する。

通所介護

介護療養型医療施設、介護老人保健施設、
介護老人福祉施設、特定施設

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

特定施設

・・・

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

特定施設
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適用対象 実施時期（予定） 必要な手続き等

第１　入院患者への適切な医療サービスの提供の確保

（仮称）医療機能強化型老人保健施設の創設 療養病床から転換した老人保健施設
・平成２０年４月に介護報酬改定
・改正した関係法令は平成２０年４月施行予
定

介護給付費分科会に諮問の
上、介護報酬改定・関係法
令の改正

第2　療養病床を有する医療機関の選択肢の拡大

医療法人などの営利を目的としない法人による特別養護
老人ホームの設置

営利を目的としない法人（医療法人など）
・平成２０年通常国会に老人福祉法
　改正案を提出し、成立後速やかに施行

老人福祉法の改正

医療法人による有料老人ホーム、一定の高齢者専用賃貸
住宅の経営

医療法人
・有料老人ホーム：１９年４月から
・高齢者専用賃貸住宅：１９年５月から

－

在宅医療と「住まい」の場を組み合わせたサービス提供
体制の構築

（今後検討）
・平成２０年４月に診療報酬改定
・改正した関係法令は平成２０年４月施行予
定

中央社会保保険医療協議会
で検討し、診療報酬改定等

サテライト型施設の多様化 本体施設の種類に応じて認められている開設主体
・平成２０年４月に介護報酬改定
・改正した関係法令は平成２０年４月施行予
定

介護給付費分科会に諮問の
上、介護報酬改定・関係法
令の改正

小規模老人保健施設の人員基準の緩和 小規模老健施設すべて（医療法人等が開設）
・平成２０年４月に介護報酬改定
・改正した関係法令は平成２０年４月施行予
定

介護給付費分科会に諮問の
上、介護報酬改定・関係法
令の改正

医療機関と老人保健施設が併設する場合の設置基準の緩
和

診察室：転換した老健施設が病院・診療所と併設
している場合
階段・エレベーター・出入口：病院・診療所と老
健施設等が併設している場合

・平成１９年５月～ －

病床規模別の転換後の経営モデルの研究推進 － ・平成１８年度～ －
第３　療養病床の具体的な転換の推進

療養病床の既存の建物を活用し老人保健施設に転換する
場合の老人保健施設の施設基準の緩和

療養病床から転換した老人保健施設 ・平成１９年５月～ －

診療報酬及び介護報酬における医師・看護職員等の配置
が緩和された経過的措置の創設

医療療養病床・介護療養病床 ・平成１８年７月～ －

老人保健施設等への転換に要する費用の助成
地域介護・福祉空間整備等交付金：介護療養病床
医療提供体制施設整備交付金：医療療養病床
病床転換助成事業：医療療養病床

地域介護・福祉空間整備等交付金：平成１８
年度から
医療提供体制施設整備交付金：平成１９年度
病床転換助成事業：平成２０年度から

－

転換するための改修等に係る法人税特別償却制度の創設
療養病床を老人保健施設等に転換するための改修
等を行った医療法人等

・平成１９年４月～ －

療養病床整備に伴う借入金に係る新たな借換融資制度の
創設

療養病床を地域ケア体制整備構想に沿って老人保
健施設、有料老人ホーム等に転換する病院又は診
療所

・平成２０年度予算成立後、
　平成２０年度実施予定

平成２０年度予算要求

改修等に要する資金に係る福祉医療機構の融資条件の優
遇措置

特養：社会福祉法人
ケアハウス：社会福祉法人・医療法人
有料老人ホーム：社会福祉法人・医療法人

・平成１９年４月～ －

第３期介護保険事業計画における定員枠の弾力化 療養病床から転換する老人保健施設等 ・平成１８年度～２０年度 －

第４期介護保険事業における療養病床転換の受入の円滑
化

療養病床から転換する老人保健施設等 ・平成２１年度～２３年度

平成１９年６月２９日付計
画課長通知発出（老計発第
０６２９００１号）
平成２０年度中に基本方針
の改正

転換支援措置の適用対象と当該措置の実施時期

転換支援措置
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平成１９年６月２０日
資料１

第５回介護施設等の在り方に関する委員会

療養病床から転換した老人保健施設における
医療サービスの提供について

介護施設等の在り方に関する委員会
平成１９年６月２０日
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１ はじめに

○ 介護施設等の在り方に関する委員会では、療養病床の再編成が行われるに際して、入所者に引き続き適切な医療サービス
を提供する必要があることから、療養病床から転換した老人保健施設における医療サービスの提供の在り方等について検討
を行ってきた。

○ 今般、これまでの検討を踏まえ、療養病床から転換した老人保健施設における医療サービスの提供の在り方について取り
まとめたので報告する。

２ （仮称）医療機能強化型老人保健施設の創設について

○ 療養病床から転換した老人保健施設の入所者に対して適切な医療が提供できなければ、療養病床の転換が円滑に進まない
のみならず、入所者の状態が悪化した場合に急性期病院へ転院せざるを得なくなり、療養環境が整った老人保健施設での継
続的な入所が困難となる可能性がある。

○ このため、入所者へのサービスを向上させながら、療養病床の転換を円滑に進めるため、療養病床から転換した老人保健
施設における医療提供の機能を強化する措置（（仮称）医療機能強化型老人保健施設の創設）を講ずることが適当である。

３ （仮称）医療機能強化型老人保健施設において強化すべき医療サービスについて

⑴ 夜間等日勤帯以外の時間帯の対応
○ 療養病床から転換した老人保健施設には、急性増悪により緊急対応を要する入所者や、喀痰吸引、経管栄養等の日常的な
医療処置を要する入所者が一定程度存在すると想定されることから、夜間等においても必要な医療提供を行う体制の整備が
必要である。

○ この場合、医師による夜間等の医療提供については、対応が必要と見込まれる入所者数等に鑑みれば、老人保健施設の医
師のオンコールや他の保険医療機関の医師の往診により対応可能と考えられる。

○ 一方、看護職員による夜間等の医療提供については、対応が必要と見込まれる入所者数等に鑑みれば、夜間等における看
護職員の継続的な配置や、必要に応じ、経管栄養への対応のため、朝夕の時間帯について、日勤帯の勤務者の早出・遅出勤
務による対応が必要である。

⑵ 入所者の看取りへの対応
○ 療養病床から転換した老人保健施設では、看取りを要する入所者が一定程度生ずると想定されるが、入所者や家族の意向に
沿った安らかな最期を迎えることができるよう、入所者の看取りに際して、適切な医療サービスが提供可能な体制の整備が必要
である。
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⑶ リハビリテーション
○ 療養病床から転換した老人保健施設においては、理学療法士や作業療法士を適切に配置し、入所者に対する適切なリハビリ
テーションが提供可能な体制の整備が必要である。

４ 従来の老人保健施設との関係について

○ 老人保健施設は、これまで医療提供施設としての機能を果たすとともに、入所者の居宅復帰を支援してきており、今後ともリ
ハビリテーションを始め、入所者の居宅復帰支援機能の強化に向けた取組を進めていく必要がある。

○ 一方、療養病床から転換した老人保健施設においては、一定の医療ニーズを有する入所者に適切な医療サービスを提供す
るため、夜間等の時間帯の対応や看取りへの対応等が必要であり、療養病床から転換する施設を対象として（仮称）医療機能
強化型老人保健施設を創設するものである。

５ 実施時期等について

○ 療養病床の早期かつ円滑な転換を進める必要がある中で、
① 療養病床から転換した老人保健施設での医療提供機能の強化措置による具体的な医療職の配置の在り方とその裏打ちと
なる介護報酬の在り方については、療養病床の転換に大きな影響を与えるものであることから、早急に明らかにする必要があ
ること、

② 療養病床から転換した老人保健施設での医療提供機能の強化措置に伴い医療保険・介護保険の給付調整や往診による対
応を行うことにより、医療保険・介護保険の一体的な運用ができるよう、次期診療報酬の改定と連動して措置を講ずることが適
当であること、

から、（仮称）医療機能強化型老人保健施設に必要な医療職の配置の在り方とその適切な裏打ちとなる介護報酬について、平成
１９年度中に明らかにすることが求められる。

○ その際、介護保険を支える国民の負担を考慮するほか、入所者が継続してサービスを受けることができるような配慮を行うこと
が必要である。

○ また、その他の療養病床の転換支援措置についても、着実かつ速やかな実施が必要である。

○ さらに、療養病床の再編成に当たっては、各地域において高齢者を支える医療・介護の体制が安定的に確保され、高齢者が住
み慣れた地域で安心して暮らし続けられることが重要である。本取りまとめを受けて、介護給付費分科会で具体的な議論が行わ
れるよう期待するものである。
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